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第１章： キャンパスFM研究部会の紹介
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1-1：キャンパスFM研究部会の紹介

大学は進学者減少期を迎え

厳しい時代を迎えています。

学生に選ばれる魅力を持ち続けるには、

経営資源の過半を占める施設を

経営にとって最適な構成･状態･運用に

することが重要であり、それがFMです。

大学の教職員全ての方の参画を

お待ちしています。
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1-2：研究部会のこれまでの活動（1）

・大学キャンパスの 都心回帰 事例

・主体的な学びを促進する場の 〃

・キャンパスの積極的省エネ推進 〃

・SGU等に対応した国際寮 〃

2007～08年 キャンパスFMガイドブック2008作成・出版 ‥

2009～11年 キャンパスFM業務の
自己診断テーブルの作成 等

2012～15年 分科会活動の継続

・建築プログラミング分科会

・事例研究(ベンチマーキング)分科会…他
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1-3：研究部会のこれまでの活動（2）

・コロナ禍で広まったオンライン授業の調査情報収集

・大学設置基準改正(’22年10月)と背景の 〃

・オンライン授業に積極的な早稲田大学にヒアリング

2019～21年

2021～23年

「財務視点から考える私立大学の
ファシリティマネジメント」作成・出版 ‥‥

学校法人会計での基本金組入･減価償却の仕組み

を論じ、大学施設経営の為の検討方策・事例も掲載。

・カーボンニュートラル、SDGs情報収集と視察

・大学設置基準改正などの潮流を踏まえた

  キャンパス施設の方向性調査

・少子化による大学定員過剰予測の情報収集
→スリム化・ZEB化の方向性を提言
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第２章： 2020年以降の調査研究
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・基本金組入･減価償却の仕組み

・大学設置基準改正

・大学定員過剰の予測

・ZEB化



2-1：「財務視点から考える私大のFM」（1）

学校法人は、学校教育を安定的に継続することが前提。そのため、学校法人の諸活動に
必要な資産を継続的に保持できるように｢基本金｣を組み入れ､維持します。

毎年の減価償却額ずつ
簿価は小さくなる

減価償却額と同額を
引当特定資産にすれば、
1号基本金と同額の
保持が明確になる
（現金等で保持しても構わ
 ないが、不明瞭になる）

貸借対照表

固定資産

流動資産

建物・研究機器の簿価

引当特定資産

現金預金

未収入金、短期貸付等

負債

純資産

長期借入金､退職給与引当

短期借入金､未払・前受金

第1号基本金

繰越収支差額

［借方］ ［貸方］

第2号基本金

第3号基本金

第4号基本金

‥取得した建物等の固定資産の額

‥将来の固定資産取得の準備資金の額

‥研究基金・育英基金等の基金の額

‥恒常的な運営資金

⊖

⊕
保有中は不変

取得した額は
第2号→第1号
に移される

「建物・研究機器の簿価｣＋｢減価償却引当特定資産」＝「第1号基本金」
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学校法人会計での基本金組入･減価償却の仕組みを論じ、大学施設経営の検討方策・事例も掲載→



2-2：「財務視点から考える私大のFM」（2）

H元年とH29年を比較すると、要積立対象中の

退職給与引当金が 約２倍の上昇 なのに対して、

減価償却累計額は 約８倍に上昇。←それに見合う特定資産の積増しが不十分。

運用資産と要積立額の推移(509法人)

（出所 日本私立学校振興・共済事業団
「今日の私学財政（大学・短期大学編）」平成30年度

100％

約２倍

約８倍

運
用
資
産

要
積
立
額

約４倍
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調査から読み取れる今後の方向性

2-3：大学設置基準の改正(1) （2023年2月FMフォーラム抜粋）
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10月に大学設置基準が改正！

・何がどう変わった？……………  
・背景にあった私大連の提言は？
（デジタルを活用したこれからの学び）

コロナ禍でオンライン授業が普及した。

・その評価は？ 

・少し落ち着いた今の授業方針は？

オンライン授業を積極的に取り入れている

早稲田大学での重点方策､推進体制は？

遠隔で学べるなら､通学の価値が改めて大事。

  → 学生本位の学びの場づくり
通学する魅力を｢場｣でアピール

Ⅰ．総則等理念規定の明確化

Ⅱ．教員組織・事務組織等[①]の組織関係規定の再整理

Ⅲ．基幹教員[②]､授業科目の担当[③]、研修等に係る規定

Ⅳ．単位数の算定方法

Ⅴ．校地、校舎等[④]の施設及び設備等

Ⅵ．教育課程等に係る特例制度[⑤]

Ⅶ．大学設置基準のその他の改正事項

Ⅷ．大学通信教育設置基準の改正

【改正前】

‥次ページで説明

教室､研究室の他､学長室､会議室その他の専用の施設を備える事、
なるべく情報処理や語学学習の施設を備える事など、細かく規定

校舎
について

【改正後】
・教育研究に必要となる教室､研究室などは列記しつつ､大学は

その組織及び規模に応じ､教育研究に支障のないよう､必要な
施設を備えた校舎とすることを規定

・研究室は必ず設ける（授業を担当しない専任教員も対象とする）



2-4：大学設置基準の改正(2) （2023年2月FMフォーラム抜粋）
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教員・スタッフの連携・強化を図る一方、各大学が
個々に物理的に用意すべきリソースには緩和措置あり

個人的
解 釈調査から読み取れる今後の方向性

10月に大学設置基準が改正！

・何がどう変わった？……………  
・背景にあった私大連の提言は？
（デジタルを活用したこれからの学び）

コロナ禍でオンライン授業が普及した。

・その評価は？ 

・少し落ち着いた今の授業方針は？

オンライン授業を積極的に取り入れている

早稲田大学での重点方策､推進体制は？

遠隔で学べるなら､通学の価値が改めて大事。

  → 学生本位の学びの場づくり
通学する魅力を｢場｣でアピール

Ⅰ．総則等理念規定の明確化

Ⅱ．教員組織・事務組織等[①]の組織関係規定の再整理

Ⅲ．基幹教員[②] ､授業科目の担当[③] 、研修等に係る規定

Ⅳ．単位数の算定方法

Ⅴ．校地、校舎等[④]の施設及び設備等

Ⅵ．教育課程等に係る特例制度[⑤]
Ⅶ．大学設置基準のその他の改正事項

Ⅷ．大学通信教育設置基準の改正

①他大学が開設した科目を卒業要件の単位に算定できる

②年間35週と異なる授業期間の設定を認める

③単位互換による単位数の上限(60単位)を緩和

④オンライン授業による単位数の上限(60単位)を緩和

⑤大学等連携推進法人における

連携開設科目の単位数の上限(30単位)を緩和

⑥校地面積基準の緩和

⑦校舎面積基準の緩和 註：特例制度の適用要件は記述省略



2-5：大学進学者数､大学定員の推移

1950年
201校

‘70年代 400校台
‘22年
実働で790校
総定員62万人弱。

大学設置数の推移

【2020年最新版】
大学・短大に関する統計まとめ
 (education-career.jp)

大学進学者数の推移

44万→54万

臨時定員

■大学進学者数
18歳人口 ：‘92年をピークに減少
大学進学率：20%台→50%台
→’17年63万人をピークに減少に転じ

 ‘40年には51万人へ。(=2割減)

■大学の数、収容定員
進学希望急増の‘86～’92年に臨時定員
政策。’00年台までの大学新設も加わり、

総定員数は62万人弱となっている。
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2-6：2040年に大学定員2割が過剰

12

国立社会保障・人口問題研究所の最新の推計値を用いると、
2040年の進学者数推計値は更に低下することがわかっている。

県別の進学者数や定員充足率も推計されており、主要都市圏
においても2割弱の定員が余剰となる。

出典：日経新聞2023年7月14日

‘23年7月の中教審大学分科会で「大学入学者等の将来推計」が示され、新聞紙面でも問題視された。

入学定員1000人超の大学134校が全定員の2/3を占めている。
経営難の大学は、現状は小規模大学に集中しているが、2割の

定員余剰はほぼ全ての大学に影響を与える可能性がある。

出典：「学校法人の現状について」文部科学省 2021年3月17日

私立大学593校の定員構成大学進学者数減少→大学定員が2割余剰



2-7：ZEBとは、東京都の省エネ施策
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Net Zero Energy Building (ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の

略称で、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費

する年間の⼀次エネルギーの収⽀をゼロにすることを

⽬指した建築物のことです。

ZEB（ゼブ）とは

［基準一次エネルギー消費量に対して］

・Nearly ZEB …… 25%以下まで削減

・ZEB Ready  …… 50%以下 〃

・ZEB Oriented … 60%以下〃(学校)
https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/05.html

運用改善だけでは
達成できず……

●東京都の省エネ施策は (‘02～’07年度3か年平均値に対し)

2010～14年度：  6 ％削減
2015～19年度：15％削減
2020～24年度：25%削減

‘25年からは、「2030年カーボンハーフ」の実現に向けた推進策へ

・設備機器の省エネ改修
・低炭素電力・熱の調達
・排出量取引 等

…が
達成のための
方策に加わる。

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/overview/after2020/final_draft.html
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2023/05/22/10.html

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/overview/after2020/final_draft.html
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2023/05/22/10.html


2-8：ZEBを実現する要素
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環境省「ゼブ・ポータル」；
https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/06.html
を基に加筆

エネルギー･マネジメント
（システム、運用）

利用の無駄・ムラを把握し、

効率的な設備運用を支援

ZEBを実現する要素は、①マネジメント(システム､運用)を高めると共に

②【省エネ】…「必要なエネルギーを減らし」､「エネルギー利用の効率化を図る」

③【創エネ】…再生可能エネルギーを活用する

から成り立っています。

https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/06.html


2-9：今後の大学経営に影響を与える4つの要因
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以上に見てきたように、今後の大学経営に対しては、「要積立額の不足｣、｢リソース基準の緩和」、
｢総進学者数の減少｣、｢地球環境保全｣の４つの要因が影響を与えます。

保有する全施設の
永続的保持ができない！

大学進学者数減少
→大学定員が2割余剰

大学設置基準改定、
特例制度活用で
・単位互換の拡大
・オンラインの 〃
・面積基準の緩和

…等々により、

施設を含むリソースの
スリム化が可能であり、
学修者本位の学びの
強化にシフトできる。

各大学が用意すべき
リソース基準に緩和策

‘30年度にCO2を
46%削減する目標

“学修者本位の学びの強化”という大学の使命を遂行するにあたり、従来の考え方に縛られることなく、
可能な部分はスリム化し、身軽な状態で省エネやZEB化の推進していく必要性が高まっていると言える。
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2-10：施設トリアージの考え方

参考：国立大学法人等施設の長寿命化に向けた基本的な考え方の整理 平成３０年３月
国立大学法人等施設の長寿命化に向けたライフサイクルの最適化に関する検討会

※施設のトリアージ：（文科省説明）

『大学の理念､施設の現状､将来にわたる施設整備や維持管理
に係る費用､財政状況の見通し等を踏まえ､既存施設保有の
必要性や投資可否とその範囲等 を選別すること。』

長期的に必要となる施設
（改築も含め保有していく必要がある施設）

将来的に不要となる施設
（将来取り壊す施設）

大学の理念・特色・強みを踏まえ
長期的に必要となる組織(施設)の判断

維持保全 機能向上 改築 安全確保 取壊し

廃止に向けて検討

長寿命化が可能のもの 長寿命化が困難なもの

当面使用
するもの

廃止する
もの

施設性能の維持を中
心とするもの

教育研究ニーズへの
対応が必要な者

劣化状況や構造等により改
修では活用が困難なもの

施設の総量の最適化と重点的な整備

大学経営基盤の強化

投資判定
・物理的判定：残命年数
・機能的判定：空間活用
・コスト判定：改修費用

〔面積基準〕
・組織・学生数・教員数
・財務状況
・戦略的対応

必要ボリューム 投資効率

文部科学省は「長寿命化に向けた基本的な考え方の整理」

(平成30年3月)の中で、右図を示した。

トリアージ

長寿命化をやみくもに求めるものではなく、

重点は以下の２点にある。

・大学に必要な面積を見定める

・改修や増改築の投資効率を考える

現在のニーズに照らせば、ZEB化の適性
も判断に加えるべきと言える。

将来不要な施設は廃止するトリアージを

計画的に進めることを推奨している。
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2-11：FMフォーラムでの発表範囲の偏り

不要な建物を終息させ、スリム化した上でZEB化を進める

ここ数年にFMフォーラムで示した『４つの変化』は
「キャンパスのあり方」に影響を与える要因であった

‥であるが、各自が直面するキャンパスFM課題は 必ずしもそこにはない。

長期的に取り組むべき課題は；

部会活動の全体をご理解頂くことも重要であり、それには

これまで扱ってきた領域を解り易いマップでご説明しておくべき‥と考えた。



第３章：FM基本概念の拡張（FMハニカム試案）

FM HoneycombAn idea of 
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JFMAホームページの最初に「FMとは｣｢FMの効果｣が書かれています。
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3-1：JFMAホームぺージの｢FMとは｣､｢FMの効果｣



3-2：｢FMとは｣には｢FMの効果｣に直結する表現がない

Ｆ
Ｍ
と
は

？

｢FMの効果」に直結する表現がない

20



3-3：誤解を招きやすい点を微修正

Operation

RPPM

狭義のFM

｢日常業務､管理､経営｣の表現は、

同種の活動を｢上層が指導･導く｣

印象を与えるが、実は活動自身が

異なっている と考えるべきだ。

日常の施設運営サービスと
合理化、システム改善等

全ファシリティの統括的で最適な
あり方を求める戦略・計画

ファシリティを最適な状態に改善
(効果up､効率up､低コスト)

‘89年にMIT

FMスクールで

学んだ３層の

表現は右図

の通り ⇒

管理対象の状態が定常的な場合、

管理の仕方が定常的な場合は、

PDCAは有効な管理手法であるが、

「環境変化に対応して組み替える

=ポートフォリオマネジメント」

などの領域には適さない。

経営環境の変化に従ってポートフォリオの構成
も変化する。←PDCAとは異なる方法を用いる。

【施設の状態を変える】

【施設の状態を変えない】

【施設群の構成を変える】
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ＦＭの3つのレベル ＰＤＣＡサイクル

それぞれの

階層で

PDCAが

廻るのが

基本となる

RPPM = Real Property Portfolio Management



3-4：3層のFM活動の例は…

場

建物

【‥を造る、動かす】

家具･備品レイアウト

内装･模様替え

電話･LAN

移転 等

テナント入居改修

新増改築

更新･改修

ＥＳＣＯ改修 等

運用
設備運転･点検保守

警備･清掃､緑地等 等

RPPM
土地売買

賃貸ビル仲介～選定 等

スペース管理、需要予測

利用状況、利用者評価等

什器管理、内線番号簿 等

CREポートフォリオ分析

統廃合検討、立地評価 等

建物診断

(劣化､構造･非構造部材等)

LCC、lcc検討

省エネ診断 等

運用管理CAFM整備 等

【全施設を管理する】

Operation

RPPM

狭義のFM

22

（↑ オフィス等での例であり、網羅的ではありません）



3-5：「狭義のFM」を4領域に分割してハニカム形状へ

Operation

RPPM

狭義のFM

Operation

RPPM

場
＝空間
利用

建物
＝建物
保有

造る
全体を

管理する

オペレーション

建物管理
環境管理

スペース
管理

RPPM

場
を造る

建物
を造る

「狭義のFM」を4領域に分けてハニカム形状へ
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3-6：ハニカムの中の具体的な項目

新増改築

ﾏｽﾀ ﾌーﾟﾗﾝ 劣化度管理

環境改善管理
安全､BCP

場づくり
教え方・学び方
・働き方変革
の実現

スペーススタンダード

利用状況
需要計画

スペース管理

法順守

オペレーション

修繕・更新・改修

24

￥

￥
￥ ￥

追記１）
施設財務評価では、場・建物造りの
減価償却、水光熱費、lcc予測値等
を用いる。

追記２）
右側の２セル (スペース管理、建物
管理、環境管理)は、特定の場、建
物に限定されず、企業・法人などで

横断的な管理を実現すべきもの。

施設財務
評価

不動産活用

統廃合移転

RPPM



3-7：“FMハニカム”であれば「FMの効果」に直結する表現になる

25

LCC
ファシリティコスト

地球環境
省エネ
ZEB ‥等

Ａ
B

Ｃ Ｄ

Ｅ
Ａ

B
Ｃ

MNチャート
Ｄ

Ｅ



3-8：“□□造り”､“〇〇管理”の相互関係

新増改築

ﾏｽﾀ ﾌーﾟﾗﾝ 劣化度管理

環境改善管理
安全､BCP

場づくり
教え方・学び方
・働き方変革
の実現

経 営

スペーススタンダード

利用状況
需要計画

スペース管理

法順守

設備運転
環境測定
植栽・清掃・警備

オフィス
サービス

測 り 方

過不足・改善課題
管理項目

過不足・改善課題

オペレーション

ファシリティ
サービス

場のつなげ方、
吹抜け・動線等
の活用･工夫で
「良い場づくり」

機能､数量､関係を
示したプログラム
を作成・提示する

敷地のゾーニング
や更新容易性を
保つマスタープラン

修繕・更新・改修

26

室毎の建築､設備
要件（重量･音･防水‥)
を提示する

施設財務
評価

不動産活用

統廃合移転

RPPM
“建物造り”には“場”のプログラムが
 必要であり、建物が“場造り”を助ける

“〇〇管理”で測ることによって過不足や
改善課題がわかり、□□造りを通して、

新たに測る、管理する内容が
追加・更新される。



場づくり
教え方・学び方
・働き方変革
の実現

3-9：大学を取り巻く環境変化要因を記載
経 営

スペーススタンダード

利用状況
需要計画

スペース管理

劣化度管理

環境改善管理
安全､BCP
法順守

設備運転
環境測定
植栽・清掃・警備

オフィス
サービス

測 り 方

過不足・改善課題
管理項目

過不足・改善課題

大学設置基準の改正

学修者本位の学びの多様化

‥‥etc.

１８歳人口、進学者数減少

カリキュラム編成の変化

‥‥etc.

文科省：学校施設のZEB化推進
東京都：既存建物の気候変動対策オペレーション

ファシリティ
サービス

〇㎡/人‥空調・OA電源等の設備計画条件へ

場のつなげ方、
吹抜け・動線等
の活用･工夫で
「良い場づくり」

機能､数量､関係を
示したプログラム
を作成・提示する

敷地のゾーニング
や更新容易性を
保つマスタープラン

新増改築

ﾏｽﾀ ﾌーﾟﾗﾝ

修繕・更新・改修

27

室毎の建築､設備
要件（重量･音･防水‥)
を提示する

施設財務
評価

不動産活用

統廃合移転

RPPM



3-10：文科省「施設マネジメントの推進」の対象領域（1）

文部科学省では2009年から施設マネジメント

の先進事例やガイドラインを発信しており……

28



3-11：文科省「施設マネジメントの推進」の対象領域（2）

A：地域との協業、連携、共創。
B：ネーミングライツ。

C：スペース管理→スペースチャージ
→維持保全費の確保等

D：ドローンを用いた非接触点検の開発
E：ヤギによる除草除去

F： ZEB化キャンパス
G：学生･教職員による環境活動

１）戦略的計画

２）スペースマネジメント

３）維持管理

４）環境・脱炭素
オペレーション

建物管理
環境管理

スペース
管理

RPPM

場
を造る

建物
を造る

Ａ＆Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ
Ｇ

Ｆ

29

「先進事例集」は様々な領域を取り扱っていますが、それらもFMハニカムにマップできます。



3-12：大学職員と各種FM課題の関係

30

組織編制は右の書籍を参考にした 「大学職員のリアル」 倉部史記  中公新書ラクレ 2023年7月

Ａ

Ｃ
Ｄ

Ｅ

Ｂ
e

e
e

昨年の「秋の18講座」で示した「FM項目例と大学職員の関わり」も“FMハニカム”にプロットできます。

スペース管理に教学系の多くの
部署が関係している事がわかる。



第４章： 当部会の研究活動領域のマッピング
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4-1：当部会10年間の活動領域のマッピング

新増改築

ﾏｽﾀ ﾌーﾟﾗﾝ 劣化度管理

環境改善管理
安全､BCP

場づくり
教え方・学び方
・働き方変革
の実現

スペーススタンダード

利用状況
需要計画

スペース管理

法順守

オペレーション

修繕・更新・改修

Ａ: 建築プログラミング2012～15年

Ｆ: 財務視点から考える私大FM

Ｇ: SDGs事例調査

Ｉ: 大学設置基準改正

Ｊ: オンライン授業調査

Ｋ: 少子化による大学定員過剰予測

Ｈ: 省エネ、ZEB化事例調査

2019～21年

2021～23年

Ｂ: 大学キャンパスの 都心回帰

Ｄ: キャンパスの省エネ推進 

Ｅ:  SGU等に対応した国際寮

Ｃ: 主体的な学びを促進する場

Ａ
Ｃ

Ｄ

Ｅ
Ｂ

Ｈ
Ｇ

Ｆ

Ｋ ＪＩ

青: 計画事例

緑: 運用事例

赤: 基準、予測
教育実態等

→ しかし、スペース管理､環境､劣化等の管理情報や
 オペレーション、施設コスト関連の情報 など、
場づくり、建物づくり の基となる情報が得られていない こともわかる。

情報が
少ない

施設財務
評価

不動産活用

統廃合移転

RPPM過去10年の活動にA～の記号を付け、FMハニカム上に
記すと、RPPM、場造り、建物造りに分布している事がわかる。
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4-2：直近のFMフォーラムでの報告の偏り、方向付け

→前章で示したとおり、「今後のキャンパスのあり方」に
影響を与える要因に限定していたこともわかる。

新増改築

ﾏｽﾀ ﾌーﾟﾗﾝ 劣化度管理

環境改善管理
安全､BCP

場づくり
教え方・学び方
・働き方変革
の実現

スペーススタンダード

利用状況
需要計画

スペース管理

法順守

オペレーション

修繕・更新・改修

Ａ
Ｃ

Ｄ

Ｅ
Ｂ

Ｈ
Ｇ

Ｆ

Ｋ ＪＩ
施設財務
評価

不動産活用

統廃合移転

RPPM10年間
の 活 動

直近に示した「4つの要因」
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4-3：情報蓄積の低い領域への対応、将来のスリム化への対応

数量が多い要素に着目するのが最初：

①教室

②研究室（ゼミ生用の利用スペース含む）

となる。 次章では、

スリム化に貢献可能な手法や収集情報を示す。

数名のメンバーが核になって、分科会として実施することもできます。

２）将来に向けてスリム化(※)を推進するためには；
         （※：既存建物でより多くの機能を満たす‥とも言える）

また、部会メンバーは、それぞれ様々な経験をされていますので、

年度テーマとならない事も、相互交流の際に経験をお聞きできます。

１）情報蓄積が低い領域への対応

次年度に向けて、メンバーと討議し、取組み領域を決定します。



第５章： 教室、研究室スペースのスリム化

35



5-1：講義室の規模・数量の見直し（熊本大学での研究）

36

熊本大学 工学部建築学科
位寄・大西研究室 平成15年～

【現状の時間割を実施できる最小の教室構成を求める方法】



5-1：講義室の規模・数量の見直し（熊本大学での研究）

37

熊本大学 工学部建築学科
位寄・大西研究室 平成15年～

【現状の時間割を実施できる最小の教室構成を求める方法】

定員別に見ると
必要室数＞現有室数

となる場合がある。

定員120の3室を可動間仕切
で分割し、定員30～68の
不足６室を賄うように変更。 (2603+1001)-(2566+637)=401㎡削減

稼働率･飽和率は元々が低く、これは時間割の偏りに原因がある。
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5-2：稼働率の向上、時間割の見直し

教務の方が「教室の稼働率は高い！」と言われる大学もある。

‥‥昼間の時限だけ稼働率が高く、１限や５限は教員が嫌うので稼働率が低いのが⼀般的。

ここだけを見て「教室数が限界!」と言っていませんか？

講義室 稼働率

第１限 第２限 第３限 第４限 第５限

３８％ ８４％ ９６％ ７２％ ４８％

例えば；

「教員の希望を叶える」 → 「不可能な時刻を避ける」 に変える必要がある。

低い稼働率の原因：

教員への出校調査を見直し、以下を考えた時間割を造る必要がある。

← FM的には稼働率を上げ、少ない教室面積とすることで、施設コストを下げられるが、更に、

←  週25限の中で、広範囲な選択科目の提供、必修科目の再履修の実現が第⼀義

← 卒業要件単位として他大学や他学部の科目を選択する道ができているため、推奨

される科目については、自学科の時間割と干渉しないことが望まれる。



5-3：教員研究室の構成見直し

39

[変化]
論文・ジャーナルの電子化→本の減少
低学年からのゼミ科目取得数の増加

[方策]→研究室のゼミスペースを開放し、
 学生の主体的な学びの場に提供

【問題点】
教員が不在で、施錠されていると誰も入れない。
‥テーブルも使えない。図書も読めない。 ゼミ生がいつでも机を

使えるように

可動パネルで区画を保つ

学生が いつでも
研究室の図書を
読めるように

研究室前に
共用の講義、
ゼミスペース
を用意

註） レイアウトは いずれも イメージです。

20～25㎡前後

3
～

4
m

6～8m

パターン
Ａ

パターン
Ｂ

15㎡未満

15㎡未満



5-4：パターンAの事例：桜美林大学 新宿キャンパス

研究室入口のガラス間仕切り､可動式の白板を動かし、
ゼミラボ空間と研究室を⼀体にして 講義を実施する。

新宿キャンパス コンセプトムービー、キャンパスの学びの風景 より

https://www.youtube.com/watch?v=zQDtqq2TogU

https://www.youtube.com/watch?v=Q1HJA88_Kzo

40

教員不在時もゼミ生に提供される“ゼミラボ”空間

フロア中央でのも利用可能。

https://www.youtube.com/watch?v=zQDtqq2TogU
https://www.youtube.com/watch?v=Q1HJA88_Kzo


5-5：パターンB例１：桃山学院大学 ビジネスデザイン学部（あべのキャンパス）

41

研究室内https://www.andrew.ac.jp/businessdesign/campus/出典：

https://www.andrew.ac.jp/businessdesign/campus/


5-6：パターンB例２：武庫川女子大学 経営学部 経営学科

42

（内観パースは左右逆転し、右の写真位置が解り易いようにした）

研究室内

https://sba.mukogawa-u.ac.jp/shisetsu/出典：

https://sba.mukogawa-u.ac.jp/shisetsu/


5-7：参考事例：梅光学院大学のフリーアドレス教員スペース

梅光学院大学 ホームページより https://www.baiko.ac.jp/university/

43

『新校舎になって個人研究室が廃止され､決まった

部屋や席がない｢フリーアドレス｣の職場になったこ

とで研究活動に支障が出ている』として､梅光学院

大学(山口県下関市)の専任教員や元専任教員9人が大学

側を相手取り､約1200万円の損害賠償を求めた訴訟

の判決で､山口地裁下関支部の榎本康浩裁判長は18

日､訴えを棄却した。原告側は控訴を検討している。

判決は｢教員と大学の雇用契約では､研究室を利用

させることが大学の付随義務になっている｣と指摘

した上で､研究室の面積､利用形態､設備について具

体的な定めや基準はなく､大学側がどのような研究

室を設置し､割り当てるかは｢相当に広い裁量を有し

ている｣とし､｢原告らの権利や利益を侵害したとは

いえない｣と結論づけた。

https://www.asahi.com/topics/word/%E9%9B%87%E7%94%A8%E5%A5%91%E7%B4%84.html


5-8：既存施設のスリム化について

44

物理的な劣化は建物単位で進行するが、

残存寿命が短い建物に不要な機能だけ

が都合よく詰まっていることはない。

新築の計画であれば、前頁までのような

面積縮減方策を取り込めば良いが‥

それは既存施設のスリム化には繋がらない。

残す建物の機能についても面積縮減の

検討を行い、解体予定建物から受入れ

るためのスペースを作る必要がある。

従来通りの
要求条件で
計画した時：

縮減可能な
要素を取り
入れた計画：

残存寿命が短い建物残す建物に十分な受入れスペースが無い

継続機能も面積縮減し、受入れスペースを作る 解体可能！

↑不要
な機能



5-9：『施設マネジメントの実践事例』での類似例

45

平成27年10月の「先進的･効果的な施設マネジメントの実践事例」（文部科学省大臣官房文教施設企画部）には、
前ページに近い考え方をもって既存諸室の用途変更～将来計画に基づく再配置を推進した例が示されている。

［既存スペースの再配分］ 豊橋技術科学大学 未来の施設利用計画の策定

再配置により実験室から講義室に用途変更



第６章： 秋の18講座、部会内の基礎講座

46
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6-1：秋の18講座：キャンパス計画と地域の創造的再生  千葉大学名誉教授 上野武先生

新たな役割：大学と地域が連携した持続可能な都市形成 章立て：

名古屋大学でのキャンパスマスタープラン例 千葉大学墨田サテライトキャンパス
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6-2：部会内での基礎講座の実施

11月から毎月の研究部会の前半に「基礎講座」を実施中。（今年で2年目）

毎回 16:30～17:30 に実施

【参加方法】 当研究部会員へのご登録 または “お試し参加“の 登録

第４回は、これからでも ご参加 可能です。

第１回：

第２回：

第３回：

第４回：

［ 実施日 ］

11月19日（火）

12月17日（火）

１月 7日（火）

３月11日（火）

［講座名］

戦略的施設マネジメントの先進事例

キャンパス整備計画等の実際

学校法人会計：
基本金と減価償却の仕組み

殆どの大学職員がＦＭに
関わっていることを知るための講座

［講師名］

文部科学省 文教施設企画・防災部
計画課整備計画室管理企画係長 坊 佳那子様

部会員 大野 和夫様 （立教女学院）

部会員 ⼀箭 憲作様

部会長 興津 利継
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